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校長挨拶

EDMC／エネルギー々経済統計要覧2011版によれば、2008年における日本国

民は一人当たり9.3トンの炭酸ガスを放出しています。我が国も京都議定書に基

づき、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量の削減目標々計画を定め、

産官学が連携して積極的に取り組むとともに、地球温暖化対策に関わる法改正が

なされるなど、温室効果ガス排出量削減への取組の強化が求められています。本

校においても、温室効果ガス総排出量の削減に努めています。しかし、平成21

年度の校舎改修に伴い冷暖房設備が充実し、改修前に比べて電気使用量が増加し

ており、今後、エネルギー使用量の削減に全校あげて取り組む必要があります。

また、環境に関する教育研究を推進するため、①正課授業への環境科目（講義

と実習）の導入、②1～3学年の特別教育活動を活用した環境教育、③環境に関

わる卒業研究や特別研究などの取組を実施しています。さらに、環境に関わる出

前授業、公開講座、゗ベントなどを多数実施して、地域社会と連携した環境保全

活動の推進に取り組んでいます。

本校が所在する広島県の大崎上島は、瀬戸内海のほぼ中心部にあり、本県沿岸

域には古い寺院や町並みが多く、近隣の島々には水軍に由来する伝統と文化があ

り、また、内海域には美しい島々の景観と豊かな海の生態系があります。自治体

や住民の方々と共に、地域の素晴らしい伝統々文化と自然環境の保全に取り組ん

でいきたいと考えていますので、今後ともご協力のほどお願い申し上げます。

平成23年6月20日

広島商船高等専門学校

校長 村上 定瞭
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平成14年3月、本校は高等専門学校として、

全国で初めて国際環境規格ISO14001の認証を

取得しました。以来、温室効果ガス排出量の抑

制や自然環境に対する負荷の軽減並びに環境汚

染の予防に努めるとともに、地域社会と連携し

た環境保全活動や環境保全に関わる教育研究を

積極的に進め、持続可能な社会の構築へ向けて

努力しています。



◆組織

◆教職員々学生在籍数
教職員

本科

専攻科

区分 校長 教授 准教授 講師 助教 職員 計

定員 1 24 23 1 7 43 99

現員 1 22 22 4 6 43 98

1年 2年 3年 4年 5年 実習課程 合計

定員 120 120 120 120 120 40 640

現員 136 158 114 98 101 35 642

1年 2年 合計

定員 12 12 24

現員 16 12 28 3

広島商船高専の概要

平成23年4月8日現在



◆施設の概要
敷地

建物
校舎地区

区 分
面積

（m2）

校 舎 地 区 校 舎 51,886

運 動 場 36,575

寄 宿 舎 地 区 寄 宿 舎 29,504

職 員 官 舎 4,314

合 計 122,279

名称 構造
建面積
（m2）

延面積
（m2）

備考

校 舎 RC-5 1,325 6,390 S44.3新築

流 通 情 報 工 学 科 棟 RC-5 501 2,226 S62.3新築

電 子 制 御 工 学 科 棟 RC-3 362 1,010 H3.3新築,H12.3増築

ものづくり教育研究棟 RC-3 249 733 H20.2新築

第 一 体 育 館 RC-1 1,101 1,101 S44.3新築

武 道 館 RC-1 326 326 S46.3新築

第 二 体 育 館 RC-1 880 880 S57.3新築

第一実験実習工場等 1,629 1,694
実習工場S44.3新築

艇庫S44.3新築
荒天航泊実験室S49.3

第二実験実習工場等 1,668 1,708

実習工場S44.3新築
材料力学実験室S45.3新築

ガスタービン実験室S50.2新築
内燃機関総合実験室S56.3新築

図 書 館 RC-2 876 1,640 S51.3新築

情 報 処 理 室 RC-1 302 302 S51.3新築

そ の 他 609 662 ボ゗ラー室〃車庫〃薬品庫等

計 9,579 17,939
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寄宿舎地区

船舶等

名 称 構造 隻数 航行区域 備考

広島丸 鋼 1 近海 H9.1新造（総屯数234屯）

ひかり FRP 1
限定沿海

（瀬戸内海）
H16.3新造（総屯数16屯）

Sea Breeze FRP 1 平水 H14.3新造

カッター FRP 4

ヨット FRP 12

伝馬船 FRP 4 平水

名称 構造
建面積
（m2）

延面積
（m2）

備考

男 子 寮 RC-3 807 1,902 S39.3新築（低学年棟）

女 子 寮 RC-3 513 1,432 S39.3新築H6.2改修（Ⅰ期）

男 子 寮 RC-4 2,362 4,961
S45.3新築（高学年棟）

H8.3改修（Ⅱ期）
H12.3改修（Ⅲ期）

記 念 館 RC-2 130 222 S40.9新築（合宿々宿泊施設）

若 潮 会 館 RC-2 414 750 S56.10新築（福利施設）

そ の 他 211 211 浴室〃倉庫〃車庫等

計 4,437 9,478

公用車

名 称 使用燃料 排気量(L) 登録 備考

グロリゕ ガソリン 2.96 H8.3 昭和53年度排ガス適合

サクシード ガソリン 1.49 H14.10 H22年度燃費基準達成車

ステップワゴン ガソリン 2.35 H15.9 H22年度燃費基準5%向上達成車

ハ゗エース 軽油 2.77 H10.10
この自動車の使用本拠地は

Nox々PM対策地域外
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環境パフォーマンス指標
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

総エネルギー投入量
（GJ）

19,217.98 17,851.48 19,199.77 20753.26

温室効果ガス排出量
（t-CO2）

1,120.38 1,037.88 1,125.20 1212.56

水資源投入量
（m3）

33,964.00 34,292.00 32,917.00 36,156.00

建物延べ面積
（m2）

27,417 28,150 28,150 28,150

環境効率指標 EEI
（t-CO2/m

2）
0.041 0.037 0.039 0.043

（t-CO2/人） 1.64 1.53 1.59 1.58

環境効率指標（EEI）については〃独立行政法人国立高等専門学校機構（以
下〃「高専機構」という）が発行する環境報告書2009と同様に〃温室効果ガ
ス排出量／建物延べ面積で算出しております。
この値は延べ面積あたりのCO2排出量を示していますので〃数値が小さいほ

ど環境への負荷が少ないことを意味しています。高専機構が調査した結果〃平
成22年度の全国55校を集計した結果は0.044でした。

前年度より排出量が増加しておりますが〃1人あたりの温室効果ガス排出量
は約1.58トンと減っています。家庭生活での1人あたりの平均排出量が約1.3
トンをやや上回る量でありますが〃引き続き省エネルギーに努めていきたいと
思います。



物質・エネルギーの収支

購入電力
電気 1,6285.61（千kWh）

化石燃料
液化石油ガス（LPG) 3.48（t) A重油 46.99（kl)
ガソリン（揮発油) 2.99（kl) 灯油 0.20（kl)
軽油 61.38（kl)

新エネルギー
太陽光発電 00.00 （千kWh）

水資源投入量
市水 36.16（千m3)

紙などの物質投入 2,219.0（kg）

INPUT

温室効果ガス 1,212.56（t-CO2）
総排水量 34.87（千m3)
廃棄物総排出量

可燃ゴミ 8,580.0（kg）
不燃ゴミ（ビン々缶） 306.0（kg）
資源ゴミ（ペットボトル） 584.0（kg）

（硬質プラスチック） 116.0（kg）
（紙類） 180.0（kg）

有害廃棄物（蛍光管々乾電池） 64.9（kg）
産業廃棄物（OA機器々金属くず） 53,960.0（kg）

（木製机々木くず） 15,060.0 （kg）
（重要書類） 1,650.0 （kg）
（自転車） 3,000.0 （kg）
（廃油） 540.0（kg）

OUTPUT

本校における事業活動

総エネルギー投入量
20753.26GJ

環境効率指標（EEI）
0.043（t-CO2/m2）
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(GJ)

1,633.46

( kWh)

9.97

(GJ/ kWh)
16,285.61

LPG

3.48

(t)

50.2

(GJ/t)
174.63

A
46.99

(kl)

39.1

(GJ/kl)
1837.43

0.20

(kl)

36.7

(GJ/kl)
7.34

2.99

(kl)

34.6

(GJ/kl)
103.51

61.38

(kl)

38.2

(GJ/kl)
2,344.75

0.00

( kWh)

9.97

(GJ/ kWh)
0.00

20,753.26

総エネルギー投入量の算定式（平成22年度）

温室効果ガス排出量の算定式（平成22年度）

CO2 (t-CO2 )

1,633.46

( kWh)

0.555

(t-CO2 / kWh)
906.57

LPG

3.48

(t)

50.2

(GJ/t)

0.0163 44/12

(t-CO2 /GJ)
10.44

A
46.99

(kl)

39.1

(GJ/kl)

0.0189 44/12

(t-CO2 /GJ)
127.33

0.20

(kl)

36.7

(GJ/kl)

0.0185 44/12

(t-CO2 /GJ)
0.50

2.99

(kl)

34.6

(GJ/kl)

0.0183 44/12

(t-CO2 /GJ)
6.95

61.38

(kl)

38.2

(GJ/kl)

0.0187 44/12

(t-CO2 /GJ)
160.77

1212.56
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環境マネジメントシステムの概要

◆ISO14001の誕生
1972年に開催された「国連人間環境会議（通称〆ストックホルム会議）」

にて、環境問題が国境を越えた人類共通の問題と認知されました。その20年
後のブラジル々リオで開催された国連環境開発会議（通称〆地球サミット）
において、人類の子孫のために豊かで明るい地球環境を伝承するための具体
的な行動計画である「ゕジェンダ２１」が採択されました。
この「ゕジェンダ２１」を受け、企業などの事業活動に伴う環境への負荷

を管理する規格として、1996年９月に国際標準化機構（ISO）で制定された
のがISO14000s「環境マネジメントシステム規格」です。

◆PDCAサ゗クル
ISO14001を取得するためには、環境への負荷を確実に、かつ継続的に改

善するための環境マネジメントシステムを確立しなければなりません。
そのシステムとは、組織が自ら環境方針および目的を定め、それらを達成

するための具体的な計画（Plan）を立て、定めた手順に従って活動を実施
（Do）し、その結果による環境への負荷を監視々測定及び不具合箇所を是正
（Check）し、さらに次へのステップゕップを図るための見直し（Action）
を行うPDCAサイクルが中心となります。

法で定められた基準を常に満たしていることは当然ですが、ISO14001で
は「１年間で二酸化炭素の排出量を５％削減しなくてはいけない」といった
具体的な基準数値目標を定めているわけではありません。経済的あるいは技
術的に可能な範囲内で達成させる「自主的」な取り組みが重視されています。

9

( )



◆地球温暖化への国際的な取り組み
「ゕジェンダ21」が採択された同年、「気候変動に関する国際連合枠組条約」

が締約され、大気中の温室効果ガス濃度を安定させ、気候変動がもたらす影響を
防止する政策を協議するための国際会議がスタートしました。

ISO14001が制定された翌年、「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議
定書（通称〆京都議定書）」が締約され、地球温暖化の原因である温室効果ガス
の排出量や各国に割り当てられた削減量が決定しました。

これにより、日本は1990年度（平成2年）の温室効果ガス排出量を基準として、
2008年度（平成20年）～2012年度（平成24年）までの期間に平均6%の削減が
求められました。

◆京都議定書への対応
本校が所属する独立行政法人国立高等専門学校機構（以下、高専機構と略す）

は、2004年（平成16年）に全国55校の国立高等専門学校を設置々運営する組織
として発足しました。

高専機構は「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のた
め実行すべき措置について定める計画」の趣旨を踏まえ、「平成16年度を基準年
として、学校等の事業及び事務に伴い直接的及び間接的に排出される温室効果ガ
スの平成22年度から平成24年度までの排出量の平均を約8％削減する」ことを目
標に掲げています。

これを本校に適用すると、平成16年度の温室効果ガス排出量が約1,200 (t-
CO2)でしたので、平成22年度から平成24年度までの排出量の平均を約1,104(t-
CO2)に抑えることが目標となります。

2002年（平成14年）にISO14001を取得し、全国高専に先駆けて環境への取
り組みを始めた本校は、高専機構の定めた目標値を環境目標として定め、これを
計画的かつ組織的に達成していきます。
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環境方針

◆基本理念

人間の様々な活動の拡大に伴い､世界の環境問題は深刻化している｡私たちは地
球上の全ての人々が､持続的に快適な生活を営むために地球環境問題に取り組ま
なくてはならない｡
学校は､地球環境問題の改善に､具体的に取り組むことが教育機関として非常に

有効であるという観点を認識して活動する｡

◆基本方針

本校はISO14001（2004）に基づく環境マネジメントシステムを構築し、経
済的に可能な限りにおいて、直接的あるいは間接的に環境に与える影響を継続的
に改善し、汚染の予防に努める。そのため、学校は次の方針に沿った環境目的及
び目標を設定し、確実に達成するための定期的な見直しを行う。

１〄環境問題及び環境保全技術に関する講義及び実習をカリキュラムに積極的
に取り入れ、環境問題に配慮できる技術者を育成する

２〄地域交流活動を含む環境プログラムを実施して、地域社会に貢献する

３〄学校の教育々研究活動に適用される法規則及び学校が同意するその他の
要求を遵守し、海洋汚染及び大気汚染、地球温暖化の防止に努める

４〄学校の教育々研究活動によって発生する廃棄物の低減に努め、資源の有効
利用を図る

基本理念及び基本方針は、全教職員に周知されるとともに理解され、実施及び
維持されるようにする。さらに学生及び学校関係者に対して周知される。また、
この環境方針は外部からの要求に応じて開示する。

2010年（平成22年）4月1日
広島商船高等専門学校校長
村上 定瞭
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環境配慮の取組み

環境目的 環境目標 平成22年度の実績 評価

CO2排出量の
削減

学内におけるCO2

総排出量を平成
16年度比で8.0％
削減する

①エゕコン温度設定の適正化
②環境報告書の作成 △

廃棄物の適正
分別、排出量
の低減

廃棄物の適正分別
によるリサ゗クル
の推進

①廃棄物の分別方法について周知徹底

○

学生会主導による
クリーン活動を年
2回以上実施

①学生会が主催した学校周辺の清掃活動
（2回）
②教室の美化、学年別による学内清掃活
動の実施（1回）

◎

環境教育々活
動を通じて環
境意識の啓蒙
を図る

環境に関するカリ
キュラム及び卒業
研究を実施する

①実習を含めて28科目実施した
②卒業研究のテーマとして ◎

環境に関する施設
見学、ワーク
ショップ、シンポ
ジウムを1回以上
実施

①柳井火力発電所の見学ツゕーを実施し
た
②原子力討論会in広島高専を開催した
③電気推進船に関するシンポジウムを開
催した

◎

地域への環境
活動を通じて
地域交流を推
進する

環境に関する公開
講座、出前授業及
び清掃活動などの
地域交流活動を年
4回以上実施する

①三原第三中学校への出前授業
②忠海中学校への出前授業
③ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ工作入門「ﾏｲｺﾝを使った距離
計の作成」の開催
④環境に関する公開講座「集まれ船長々
機関長!2010」の開催

◎

◆平成22年度の環境への取り組みの達成度

環境マネジメントシステムでは環境方針を確実に遂行するために実施計
画を策定します。その計画は環境目的及び環境目標をたて〃その達成度を
3ヶ月に1回開催される環境管理委員会で検証します。
下表は本校の環境への取り組みに対する達成度を示したものです。

※ 本校ではこの他の項目についても環境目的及び環境目標を策定して取り組んでいますが〃紙面の関係上〃
省略させていただいています。

ご質問等ございましたら〃お手数ですが〃32ページに記しております連絡先までお問い合わせ下さい。
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法規制の遵守状況

本校は環境マネジメントシステムに基づき本校の教育々研究活動の環境側面
に関係する法的要求事項及び本校が同意するその他の要求事項を特定し〃これ
を順守し維持しています。
平成21年度の第三者機関による外部審査においても〃不適合及び指摘事項は

ありませんでした。

環境マネジメントシステム組織図

最高経営層
校長々事務部長

環境管理責任者
環境管理副責任者

環境管理委員会
教務主事々学生主事々寮務主事

各部門責任者々専攻科長

環境事務局
総務課長

環境管理WG

緊急事態対応チーム 内部監査チーム

環境教育々活動

＜影響力の行使＞

学生食堂運営業者（中
四国栄食フードサービ
ス(株)）自動販売機設置
業者 取引業者（物品
供給〃役務提供〃工事
請負〃委託）

学生（本科々専攻科）
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環境改善のための設備投資

平成20年2月に完成した「ものづくり教育研究棟」の建造に関しては〃国の基
準を守ると共に予算の範囲内で許す限り高エネルギー効率の省エネシステムや機
器を選定しました。

分類 実 施 内 容

新規
「ものづくり教育研究棟」に省エネシステム（ペゕーガラス々エコゕ゗ス々
昼光制御照明システム々人感センサー々空調機器集中管理システム）を導入

更新
Pn-Pb系はんだをROHS対応はんだに順次更新

油々塗料々放射性物質などを厳重に保管するため〃整理棚及び保管庫を整備

グリーン購入及び調達状況

平成22年度に本校が購入した物品については14分野109品目で〃グリーン購入
の調達実績は全ての分野については100％を達成しました。

グリーン調達実績（一部抜粋）

紙類 コピー用紙 1341.5kg 1341.5kg 100%

ト゗レットペーパー 569.3kg 569.3kg 100%

文具類 フゔ゗ル 2,279冊 2,279冊 100%

事務用封筒 29,200枚 29,200枚 100%

OA機器 電気計算機 111台 111台 100%

プリンター 28台 28台 100%

照明 蛍光ランプ 175本 175本 100%

LED照明器具 28台 28台 100%

役務 印刷 49件 49件 100%
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環境に関する教育・研究活動

◆環境カリキュラム
一般教科々専門教科を問わず〃本校教員に対しては環境問題にふれる教材を

推奨しております。本年度の環境に関わりがあった教科は28教科でした。

LHR １～３年生 省エネ意識の啓蒙々清掃活動

工業力学 ２年生 機械設計思想

電気電子工学 ２々３年生 電気エネルギー

国語 ３年生 環境をテーマとしたデゖベート

機関概論 ３年生 熱効率

材料力学 ３年生 材料による省エネルギー

伝熱工学 ３年生 排熱回収々熱効率

機関管理 ３年生 燃料

運用学特論 ４年生

機械力学 ４年生 機械々構造物の軽量化

蒸気工学 ４年生 蒸気プラントの熱効率

流体機械 ４年生 冷凍機

内燃機関 ４年生 高効率々大気汚染

蒸気工学 ４年生 高効率々大気汚染

流通システム管理 ４年生 PDCAサ゗クル

流通システム工学 ４年生 リサ゗クル物流

専門英語 ４年生 環境に関する英文理解

社会特論 ５年生 世界の環境問題

設計工学 ５年生 省エネルギーのための機械設計

熱工学特論 ５年生 熱の質的評価

冷凍空気調和 ５年生 冷房の効率化

英語C ５年生 リサ゗クルに関する英文

練習船実習 1々3～5年生 安全運航々海洋汚染々燃料消費

実験実習 1々3～5年生 廃棄物々大気汚染

環境汚染防止工学 専攻科 エネルギー消費

エネルギー変換工学 専攻科 エネルギー消費

管理システム論 専攻科 ISO14001の要求事項の理解

ロジステゖクス環境工学 専攻科 SCM
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◆環境に関する研究活動（卒業研究）

題目 太陽光追従装置の製作

学生 電子制御工学科５年 要田 篤紀、 大下 峻

指導教員 藤冨 信之

概要

太陽光発電は、太陽電池を利用し、太陽光のｴﾈﾙｷﾞ-を直接的に電力に変換
する発電方式である。しかし、太陽光発電は、天候や気温によって出力が
変動し、曇天時や雨天時は、晴天時に比較して大幅に発電量が低下する。
また、電力の変動が大きすぎると他の電源との調整が追い付かなくなる恐
れがある。このような電力の変動を抑え、安定的な電力を得るためには、
住宅用太陽光発電用ｲﾝﾊﾞ-ﾀに対して、安定に最大電力点に追従して運転する
ことが求められる。そのためには、最大電力追従のための１回電流の変化
幅と変化の速さ々頻度を選ぶことが重要である。
本研究では、太陽発電の効率を改善するために常に太陽光に対して受光

面を最適な角度で保つことを目的とした太陽光追従装置の試作々実験を
行ったのでここに報告する。

光電導素子の一種であるCdSｾﾙは、入射する光が少なければ抵抗値が高く
なる特性を持っており、抵抗値の変化幅が広く、広範囲の周波数にも反応
する。また、ｽﾍﾟｸﾄﾙﾋﾟ-ｸは、可視光線の中心波長550nmに近い値を持って
いる。このCdSｾﾙの指向性実験々実験方法は、暗い室内にCdSｾﾙを置き真正
面から電気ｽﾀﾝﾄﾞで光をあて０度から１０度ずつ動かし９０度まであてた時
の出力電圧を調べた。得られた知見を以下に示す。

（１） 光が真正面からあたっている時が最も出力電圧が低くなった。
そして、角度をつけていくごとに入射光出力電圧は、高くなった。

（２） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを作成し、ﾓ-ﾀ-を作動することができたが設定どおりの
詳細な追従動作までには達しなかった。

実験装置の概略図 太陽光追従装置
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題目

学生 商船学科５年 佐藤 悠記登

指導教員 河村 義顕

概要

1．研究目的
日本はエネルギーの国内自給率が低く、どんとほを海外輸入の石油に依存
るいてし。石油に代るわ燃料オ゗バてしと燃料が注目を集めているが回収
率が投入量に対てし非常に少いな。をれこ受てけ、本研究の技術協力者で
るあ（株）がーリトスダン゗ノコエ開発たし廃クッチスラプ資源化装置に
りよ抽出されたル゗オルカミケに着目たし。ル゗オのこは発熱量が
9,700kcal/kgと高く、粗悪な廃油を混合でけだるすA重油相当の燃料油が
きで、廃ダラサ油と水を混合すれば新燃料油として使用可能である。また、
本校内ていおに排出るれさ廃油をどんとほの再生油の資源てしと利用るす
がとこ可能 るなに。 本校の廃ペットボトルを使用してできる新燃料油をコ
スト面、環境への負荷で比較し、本研究の実用性を検証する。

2．ケミカルオイルの発熱量調整
廃クッチスラプ資源化装置てっよに抽出はル゗オルカミケたれさ、発熱量
が9,700kcal/kgめたるあも廃ダラサ油、廃鉱物油、水を混合てしA重油に
相当るす9,300 kcal/kgの発熱量にうよるなに調整るす必要るあが。のこ調
整ていおに注目はきべす、水を混合るあでとこるす。水を混入にとこるす
てっよ燃焼温度、硫黄酸化物、窒素酸化物を低減るきでがとこるせさ全く
新いし燃料油となる。

3．コスト評価
本校らか発生るす年間の廃棄クッチスラプ全量を、従来通のり産業廃棄物
てしと処理るす場合と、資源化装置を使用たしルク゗サリルカミケてし場
合のと費用を比較るす。現在、本校内で発生るす全のて廃棄物は産業廃棄
物てしと、廃棄物処理手順（トスェフニマ）に従い、のそ量にんかいの問
ずわ年間一律1,000,000円で運搬業者びよお中間々最終処分業者に適正処
理を委託 るいてし。 これに対し、平成19年度らか21年度までの校内で発生
したクッチスラプ総廃棄量の平均総廃棄量をケミカルすとたしルク゗サリ
ばれ年間73,033円とな たっかわがとこる。

4．CO2換算をしての比較
同様に本校らか発生るす年間の廃棄クッチスラプ全量を、従来通のり産業
廃棄物てしと処理るす場合のCO2排出量と、資源化装置を使用カミケてし
たしルク゗サリル場合のCO2排出量をと比較るす。通常の処分たしを場合、
年間1,661.3kgのCO2が排出 たっかわがとこるれさ。 一方、ケミカルリサ
たしをルク゗場合はCO2排出量が124.0kgまで抑えられる。

5.今後の課題
コスト面、環境への負荷で比較しても、通常の処理をするよりケミカル

リサ゗クルをした方がそれぞれの面において有効であることがわかった。
しかし、従来の処理方法から移行しようとしても人経費、諸問題、手間が
かかることからそれは難しい。それらの問題を解決し、理想のケミカルリ
サ゗クルができるようになれば大きな社会的貢献ができる。
また、舶用燃料としてケミカルオ゗ルの燃焼テスト、のルズノ選別、粘

性変化や変質速度等を調整し、排気スガ成分や内燃機関室内壁の付着物等
の確認など、具体的な検討をしていく必要がある。



電気使用量の低減

校舎地区 寄宿舎地区 広島丸
サテライト
オフィス

合計 平成16年度比

平成16年度 801,732 433,698 101,071 0 1,336,501.00 ー

平成19年度 729,294 475,033 84,737 3,133 1,292,197.00 3.3%減

平成20年度 761,934 476,930 78,442 2,930 1,320,236.00 1.5%減

平成21年度 833,148 469,082 80,836 2,542 1,385,608.00 3.4%増

平成22年度 969,828 578,744 82,432 5,457 1,633,461.00 21.9%増

単位 kWh

18

本校は平成20年度後期に校舎改修工事を実施したため〃校舎地区では
総使用量が増加しました。増加した要因の第一としては教室床面積の拡大
に伴う空調の電力消費量の増加〃第二に太陽光発電の故障により太陽光発
電量が減少したことが挙げられましたが〃残念ながら不適切な温度設定に
よる使用も散見され〃検討課題として指摘されておりました。
平成23年度より〃教室等で不適切な温度設定が物理的にできないよう

に処置を施しました。前年度の運用実績と比較しながら〃運用していきた
いと思います。



太陽光発電

19

日照時間（時）
発電電力量
（kWh）

平成18年度 1,939.9 42,061.9

平成19年度 2,010.7 46,519.3

平成20年度 1,930.0 24,221.5

平成21年度 2,013.1 18,730.6

平成22年度 - -

本校は平成10年に太陽光発電システムを導入し〃本館屋上にパネルが
設置されています。上のグラフに示すように〃太陽光発電は日照時間に
よって発電量が増減します（日照時間は広島県農業情報による気象データ
を使用） 。
本校が位置する瀬戸内は全国でも日照時間が比較的長く〃本校にとって

は非常に有効なエネルギー源です。本校ではこれまで使用する電気の約
3％を〃この太陽光発電でまかなってきました。パネルの寿命は約20年と
考えられていますから〃これからもCO2の排出がないクリーンなエネル
ギーとして期待されます。
平成20年度9月から2月までは校舎改修工事のために停止していました

が〃平成21年10月に太陽光発電モジュール（パネル部）で発電した直流
を交流に変換するパワーコンデゖショナーが故障したため〃稼働していま
せん。可能な限り早急に手当てしたいと思います。
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燃料使用量の低減

校舎地区
暖房

実習工場
寄宿舎地区
暖房・風呂

合計 平成16年度比

平成16年度 52.0 0.2 48.0 100.2 －

平成19年度 26.0 0.2 58.0 84.2 16.0%減

平成20年度 0.0 0.06 68.6 68.7 31.5%減

平成21年度 0.0 0.40 59.2 59.63 40.5%減

平成22年度 0.0 0.36 46.63 46.99 53.1%減

◆A重油

単位 kl
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平成20年度の校舎改修により暖房用重油焚きボ゗ラーを廃止したため〃
本校でA重油を使用する箇所は寄宿舎地区の風呂用重油焚きボ゗ラー、実
習工場の実習用内燃機関及びボ゗ラー、タービンのみになりました。
学生寮については平成18年度にスチームからルームエゕコンに切り替

えたため、A重油使用量は基準年度である平成16年度比で実に約53％削
減することができました。



※ 今年度の合計については若潮会館での使用量0.58も含む
※ サテラ゗トオフゖスは平成17年7月より稼働
※ 日本LPガス協会で定めた算出式よりLPG1m3あたりの重さに換算

単位 t

◆LPG

校舎地区
寮事務室
当直室

学生寮
捕食室

サテライト
オフィス

合計 平成16年度比

平成16年度 0.69 0.21 2.49 0.00 3.39 －

平成19年度 0.60 0.22 2.78 0.04 3.64 7.2%増

平成20年度 0.65 0.21 2.77 0.04 3.67 8.0%増

平成21年度 0.48 0.22 2.73 0.02 4.08 20.1%増

平成22年度 0.43 0.25 2.20 0.02 4.08 2.5%増

21

LPGは〃その使用量の約8割を学生寮の補食室で占めています。学生寮
の補食室は〃学生らが夜食を作ったり友達と交流を持つ場所としてとても
重要な生活空間ですが〃寮生の数とその使用マナーによって大きく変動し
ます。そこで〃学生が自主的に省エネ活動に取り組むことを目的として〃
寮生会による呼びかけやポスターの掲示などの取り組みを進めていきたい
と思います。



◆軽油

練習船
広島丸

小型船
ひかり

トラック 合計 平成16年度比

平成16年度 60,000 4,130 94.8 64,225 －

平成19年度 55,677 4,150 174.0 60,001 6.6%減

平成20年度 36,000 2,590 94.0 38,684 39.8%減

平成21年度 63,140 3,340 146.0 66,620 3.7%増

平成22年度 57,142 4,080 159.0 61,381 4.4%減

単位 kl

22

平成20年度の校舎改修時において〃実験実習カリキュラムを圧縮した
結果〃練習船広島丸及びひかりの航海時間が約35％ほど短くなりました。
それに伴い〃平成20年度の使用量が大幅に減少しております。
平成21年度以降の実績が校舎改修前と同等に戻っておりますが〃今後

も教育と環境負荷の低減を両立した実習を実施できるよう〃担当教員と協
議していきたいと思います。



校舎地区
実習工場

平成16年度比

平成16年度 0.75 －

平成19年度 0.30 60.0%減

平成20年度 0.50 33.3%減

平成21年度 0.61 18.7%減

平成22年度 0.20 73.3%減

◆灯油 ◆ガソリン

公用車 平成16年度比

平成16年度 2.69 －

平成19年度 2.48 0.8%増

平成20年度 2.38 11.2%減

平成21年度 2.91 8.26%増

平成22年度 2.99 11.4%増

単位 kl 単位 kl

23

ガソリンは公用車〃灯油は主に暖房用として使用されています。
公用車で使用するガソリン使用量が増加した要因としては〃特に本年度

はPR活動実施回数が増加したことによるものであり〃不適切な運用によ
るものではございません。しかしながら〃急発進や急ブレーキ〃ゕ゗ドリ
ングストップなど省エネ運転を実施するなど〃省エネに繫がる運用面での
啓発活動を展開していきたいと思います。

灯油はエゕコンのない実習工場内において〃石油ストーブで使用されて
います。灯油についてはストーブをこまめにON〃OFFすることで使用量
を節約していきたいと思います。



校舎地区 寄宿舎地区 広島丸
サテライト
オフィス

合計 平成16年度比

平成16年度 11,815 21,404 474 0 33,693 ー

平成19年度 6,934 26,491 515 20 33,960 3.5%増

平成20年度 7,111 26,794 368 19 34,292 4.5%増

平成21年度 6,141 26,345 416 15 32,917 0.3%増

平成22年度 6,038 29,733 385 13 36,169 10.2%増

※ サテラ゗トオフゖスは平成17年7月より稼働
単位 m3

水資源使用量の低減
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水の使用量については〃生活空間である学生寮が最も多く〃全体の約8
割を占めています。主として風呂や洗濯〃飲料と生活に密着しているとこ
ろで使用されていますので〃大幅な削減は難しいところでもあります。
しかし〃何げなく使用している分〃ちょっとした節約でも全体的に大幅

な減少が期待できます。今後は〃節水のゕ゗デゖゕ募集や掲示物を通して〃
学生自らが取り組める節水をテーマにした啓蒙活動を展開していきたいと
思います。
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温室効果ガス排出量の低減

LPG A
16

平成16年度 741.76 10.18 271.50 1.87 6.24 168.22 1,199.77 

平成19年度 717.17 10.92 228.02 0.75 6.28 157.16 1,120.38 6.7%減

平成20年度 732.73 11.00 186.04 1.24 5.54 101.32 1,037.88 13.6%減

平成21年度 769.01 12.23 161.58 1.52 6.75 174.11 1,125.20 6.4%減

平成22年度 906.57 10.44 127.33 0.50 6.95 160.77 1,212.56 0.9%増

単位 t-CO2
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このグラフは各エネルギーから排出される温室効果ガスを取りまとめた
もので〃本校の各エネルギーへの依存の度合いを示しています。
平成20年度の校舎改修によるエネルギーシフトの影響により〃電気使

用量が増加し〃A重油の購入量が減少しました。しかし電気の使用量が大
幅に増加したため〃温室効果ガスの排出量については校舎改修による効果
があまり見られませんでした。
今後は空調を中心に電気の使用方法の見直しや対策を検討していきたい

と思います。



大気汚染物質の監視

26

本校では大気汚染物質の排出量測定は行っていませんが〃燃料受け入れ時に
受領する燃料油成分分析結果を監視しております。

また〃使用時間の短縮化を図ることで燃料消費量の低減に努めるとともに〃
実習工場及び練習船から排出される煤煙が大気汚染防止法で規定されている基
準と比較検討するため〃業者に依頼して年に1回煤煙測定を行い〃監視を行って
います。

排水の監視

化学物質の安全管理

本校が保管している化学物質は〃四塩化炭素々メタノール々クロロフォル
ム々塩酸です。これらの化学薬品については〃取り扱い責任者である化学の教
員が薬品保管庫に施錠して管理しています。
また、廃棄する場合は業者に委託していますが、マニュフェスト管理の流れ

に従って適正に処理していることを管理しています。

学内から排出される水はすべて浄化槽で処理をして排出されます。
この浄化槽の管理は外部委託しており〃定期的に「浄化槽維持管理状況報告

書（水質検査々保守点検状況々薬品使用量等）」を総務課施設係に提出させ〃
排水状況が適正であることを監視しています。
油分が排水に混じりやすい学校給食の厨房については〃排水管系統に設置さ

れているグリーストラップの清掃を定期的に行い〃この排水状況についても正
常であることを保っています。
なお〃上水道使用量と排水量で1,289m3の差がありますが〃これは校舎地区

では飲料水とカップ式自動販売機〃寄宿舎地区では飲料水と練習船への補給水
によるものです。

校舎地区 寄宿舎地区 合計

上水道 市水 6,038 30,118 36,156

井水 0 0 0

排水 公共下水 0 0 0

合併処理 5,554 29,313 34,867

単位 m3



廃棄物の減量

本校で発生した廃棄物は〃本校が所在する大崎上島町の分別方法に従って分別収集
され〃月ごとに廃棄物の重量を測定して排出状況を把握しております。
なお〃本校の廃棄物処理については「廃棄物処理手順」を定め〃マニフェストを介

して運搬業者及び中間処理業者並びに最終処分業者に廃棄物の適正処理を依頼し〃こ
れを監視しています。
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有害廃棄物

8,580.0kg

64.9kg584.0kg

不燃物可燃物

180.0kg

紙類ペットボトル

硬質プラスチック

OA機器・金属くず 木製机・木くず

53.96t

重要書類

廃棄自転車 廃油・特廃油

15.06t 1.65t

3.00t

306.0kg 116.0kg

540.0kg

廃酸・廃アルカリ

0kg

※ 一般廃棄物は契約係が集約している月別廃棄物集計記録より算出した
産業廃棄物については本校のEMSで制定する産業廃棄物管理票台帳より算出した



地域社会での文化活動

◆環境問題々新エネルギーについての出前授業

2010年6月23日、6月29日、7月7日の3日間、忠海中学校1年生の理科の時
間において、生徒にエネルギーと社会々環境の関わりの現状について正しい認
識を持ってもらう事と、生徒自身が自分で判断して実践的に行動を行い、未来
の社会を考える態度を育てることを目的として「エネルギーと私達の生活」と
いうタ゗トルで科学実験や工作を取り入れた実験授業を行いました。下記の写
真は、折り紙と色画用紙を用いて、簡易ラジオメーターを作成し、光エネル
ギーが熱エネルギーに変換されることで上昇気流が発生し、羽根車が回る様子
を観察したものです。

◆環境への配慮と防災まちづくり

このプログラムは竹原商工会議所青年部々竹原市々民間企業との産学官連携
事業として実施したものです。地球環境への配慮と防災まちづくりを両立した
「防災用移動式ソーラーパネル自家発電システム」の作成を目標に〃ハンダ付
けやレーザーカッターの型抜きなど〃子供たちがものづくりの楽しさを学びな
がら地球温暖化と省エネルギー〃災害時の電気の使い方を考えました。
なお〃このシステムは竹原市の広域防災拠点に指定されている「道の駅」で

利用されます。

28



29

◆海洋環境学習のための体験航海

本校の最も重要な特色である練習船を活用したプログラムとして〃練習船
「広島丸」の瀬戸内海自然学習クルージングを三原市と共催で行いました。海
水の透明度を測定する実験から海水の汚れや〃海上に浮遊するゴミの現状の観
察を行いました。
また〃海洋観測には絶好のロケーションを生かしたプログラムとして〃夏季

の公開講座ではカヤックを操り〃本校の桟橋付近に自生するゕマモの群生を観
察したり〃自然をフゖールドとした海洋汚染の防止意識向上を図るプログラム
を展開しました。

◆海岸清掃活動と青少年教育

地域活動を行っている団体（NPO「かみじまの風」〃大崎上島子供連合会〃
赤十字奉仕団〃本校の卒業生から構成されている広島商船高等専門学校校友会
大崎支部）と連携して〃多くの観光客が訪れる大串海浜公園と野賀海水浴場を
定期的に清掃しています。収集したゴミは分別して計量し〃その結果を大崎上
島町の「産業祭」にパネル展示を行い、環境保全意識の啓蒙に努めました。



環境報告ガイドラインとの対照表

基本的項目
[基礎的情報〆BI]

掲載々検討の状況 掲載ページ

BI-1 経営責任者の緒言 校長挨拶 2

BI-2
BI-2-1

報告に当たっての基本的要件
報告対象組織々期間々分野

編集後記 32

BI-2-2 報告対象組織の範囲と環境負荷の補足状況 編集後記 32

BI-3 事業の概況（経営指標を含む） 広島商船高専の概要 3

BI-4
BI-4-1

環境報告の概要
主要な指標等の一覧

環境パフォーマンス指標 6

BI-4-2
事業活動における環境配慮の取組に関する
目標〃計画及び実績等の総括

環境配慮の取組み 12

BI-5
事業活動のマテリゕルバランス（゗ンプッ
ト〃内部循環〃ゕウトプット）

物質々エネルギーの収支 7

環境マネジメント等の環境経営に関する状況
[マネジメント々パフォーマンス指標〆MPI]

掲載々検討の状況 掲載ページ

MP-1
MP-1-1

環境マネジメントの状況
事業活動における環境配慮の方針

環境方針 11

MP-1-2
環境マネジメントシステムの状況 環境配慮の取組み 12

MP-2 環境に関する規制の遵守状況 法規制の遵守状況 13

MP-3 環境会計情報 検討中 ー

MP-4 環境に配慮した投融資の状況 該当しないため未掲載 ー

MP-5 サプラ゗チェーンマネジメント等の状況 検討中 ー

MP-6 グリーン購入々調達の状況 グリーン購入及び調達状況 14

MP-7
環境に配慮した新技術〃DfE等の研究開発
の状況

環境保全技術に関する教育々研
究活動

15

MP-8 環境に配慮した輸送に関する状況 該当しないため未掲載
ー

MP-9 生物の多様性の保全と生物資源活動の状況 検討中
ー
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環境配慮と経営との関連状況
[環境効率指標〆EEI]

掲載々検討の状況 記載ページ

環境配慮と経営との関連状況 環境パフォーマンス指標 6

事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた取組の
状況 [オペレーション々パフォーマンス指標〆OPI]

掲載々検討の状況 記載ページ

OP-1 総エネルギー投入量及びその低減対策 電気使用量の低減 18

OP-2 総物質投入量及びその低減対策 燃料使用量の低減 19

OP-3 水資源及びその低減対策 水資源使用量の低減 23

OP-4
事業エリゕ内で循環的利用を行っている物
質量等

検討中 ー

OP-5 総製品生産量又は総商品販売量 該当しないため未掲載 ー

OP-6 温室効果ガスの排出量及びその低減対策 温室効果ガス排出量の低減 25

MP-7
大気汚染〃生活環境に係る負荷量及びその
低減対策

大気汚染物質の監視 26

MP-8
化学物質の排出量〃移動量及びその低減対
策

化学物質の安全管理 26

MP-9
廃棄物等総排出量〃廃棄物最終処分量及び
その低減対策

廃棄物の減量 27

MP-10 総排水量等及びその低減対策 排水の監視 26

社会的取組の状況
[社会パフォーマンス指標〆SPI]

掲載々検討の状況 記載ページ

社会的取組の状況 地域社会での文化活動 28

環境マネジメント等の環境経営に関する状況
[マネジメント々パフォーマンス指標〆MPI]

掲載々検討の状況 記載ページ

MP-10 環境コミュニケーションの状況 地域社会での文化活動 28

MP-11 環境に関する社会貢献活動の状況 地域社会での文化活動 28

MP-12 環境負荷低減に資するサービスの状況
環境保全技術に関する教育々研
究活動

15
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編集後記

本校は2002年（平成14年）3月26に全国国公私立高等専門学校に先駆けて
ISO14001（環境マネジメントシステム）を取得し、教育機関としての特色を
生かし、環境に配慮できる技術者の育成を重点に取り組んできました。

2004年（平成16年）6月に「環境情報の提供等による特定事業者等の環境
に配慮した事業活動の促進に関する法律」（環境配慮促進法）が 制定され、事
業活動による環境保全についての配慮が適切になされることを確保するため、
環境報告書の作成及び公表を求められています。

本校は法的に義務付けられていませんが、本校教職員々学生、地域の皆様、
これから本校に入学を希望される方に、持続発展可能な社会の実現に向けた本
校の環境保全活動についてご理解いただけるように、また、環境に配慮した教
育々研究活動、地域社会への貢献をさらに推進していくために本報告書を発行
しました。

この環境報告書は、以下の範囲と期間を対象とし、毎年更新しています。
今後の活動を一層充実したものになるようにしていきたいと思いますので、

ご意見々ご感想を下記の連絡先までお寄せいただければ幸いです。

◆対象範囲
広島商船高等専門学校 校舎地区及び寄宿舎地区における
事業活動々教育活動（職員宿舎を除く）

◆対象期間
2010年（平成22年）4月1日～2011年（平成23年）3月31日

◆連絡先
〒725-0231

広島県豊田郡大崎上島町東野4272-1
広島商船高等専門学校 環境事務局

TEL〆0846-67-3000
E-mail〆soumu@hiroshima-cmt.ac.jp
WEB Page〆http://www.hiroshima-cmt.ac.jp
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